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１Ｃ０３ 

研究生産性の把握 

～研究者属性と生産性の対比 

 
○寺田好秀（政研大）※，藤田裕二（政研大）, 七丈直弘（政研大／一橋大） 

※yo-terada@grips.ac.jp 

 
1. はじめに 

研究者は研究活動を通じて様々なアウトプットを生み出していく。また、科学研究には多くの不確実
性が伴い、不連続的変化を誘発する発見を見出す研究者もいれば、漸進的でありながらも多くの研究の
積み上げによって社会に大きなインパクトを与える研究者もいる。また、研究アウトプットの学術的イ
ンパクトも研究者によって大きく異なっている。これら個々の研究者（研究分野においてはチームサイ
エンスであって個々の研究者の創意に基づくものだけではないが、ここでは簡便に主体を示す語として
「研究者」を用いている）の活動状況の相違は、置かれた環境や特性に起因すると考えられるが、それ
ら属性情報は個人情報であり、広く把握することは困難であった。しかし、科学技術・イノベーション
に関する施策を検討する上で、研究活動によって生じたアウトプットの把握は、過去の施策の有効性の
評価や将来の施策の立案において重要な役割を持っており、広くその把握を行い分析することによって
得られる示唆は有用性が高い。研究アウトプットの中でも論文の執筆とその公刊は多くの研究分野にお
いて大きなウェイトを有していることから、本研究では書誌情報データベースを用いて把握された研究
資料の公刊状況から研究アウトプットを把握し、内閣府が保有するデータベースによって個々の研究者
の属性データ情報をそれに付与することで、研究者属性と研究アウトプットの間の関係を可視化するこ
とができるデータ分析ツール（以下、可視化分析ツール）を作成した 1。本研究は内閣府科学技術・イ
ノベーション推進事務局によるエビデンスに基づく政策立案（以下、EBPM）に関連した委託事業とし
て政策研究大学院大学が受託して実施した成果の一部である。 

 
2. 先行研究 

科学者の研究生産性についての研究は R. K. Merton, H. Zuckerberg, P. Bourdieuらによる科学社会
学の先駆的研究を端緒として、多くの研究が行われてきた。研究者の知的創造活動を知識生産関数とし
て表現し、過去の知的ストックが将来の研究生産に影響を与えると考える手法 [1]や、近年では質問票
調査によって回答者の属性を把握し、その生産性の変化を分析した研究 [2]や博士論文データベースを
用いて博士取得年を把握し、博士号取得後の研究従事年数と研究生産性の間の比較を行った研究 [3]な
どが存在している。どの事例においても、把握可能となった研究者の数は社会における研究者全体の数
パーセントかあるいはそれよりも大幅に少なり小サンプルサイズであり、それによる把握可能であった

 
1 こうした試みの結果は、『統合イノベーション戦略 2022』（令和４年６月３日閣議決定）や『第６期科
学技術・イノベーション基本計画』（令和３年３月 26日閣議決定）で示された内閣府のエビデンスシス
テム（e-CSTI）（2022年 8月 20日現在） [11] [12] [13]で報告されているが、本稿はそれらに学術的な
意義や位置づけなどを付与してまとめるとともに、分析内容を前進させたものである。例えば、商用書
誌情報データベースに J-STAGE から抽出した日本から発表された書誌情報を結合し、研究生産性の指
標としてトップ 10%論文を追加し、さらに論文を出版していない研究者も集計の対象としている。その
ことから、本稿の可視化の結果は、これまでの報告 [11] [12] [13]には含まれないものである。 
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り言及可能な事象は極めて限定的である。 
 

3. データ 

内閣府が有する府省共通研究開発システム(e-Rad)の研究者属性データと書誌情報データベースを名
寄せ 2作業により接続し、これにより作成されたデータ（以下、名寄せデータ）により、日本全体の研
究者の研究生産性と属性の関係について俯瞰的な分析を行った。 

2008 年 1 月から運用が開始された e-Rad は、各府省等が所管する競争的研究費制度に応募する際に
使用され、研究者の情報などが登録されている。しかし、e-Rad が対象としているのは、競争的資金の
すべてとプロジェクト研究資金と呼ばれる研究資金の一部 [4]であることに留意が必要である。本研究
では、2008 年以降に e-Rad に情報が登録された研究者が分析の対象となる。 

e-Rad の各研究者の情報として、生年月日、所属機関名、所属機関への着任日や離任日、任期の有無、
常勤または非常勤の別等の研究者属性が収録されている 3。今回は 2020 年 10月時点のデータを利用す
ることとし、総件数は 1,079,535 件、研究者 ID の数は 758,087 件、所属機関数は 25,989 件となった
4。なお、以下では、e-Rad に収録された個人を「研究者」、各書誌情報データベース上で識別されてい
る個人を「著者」と呼称する。 
各研究者の研究生産性を算出するために、商用書誌データベースを利用するが、主要な書誌情報デー

タベースでは英語以外の文献の収録が少ないという指摘がある。日本語文献を補うため、JST が運営す
る論文電子出版プラットフォームである J-STAGE が有する書誌情報を併用することとした。具体的に
は、Scopusの 2022 年 4 月時点のデータに J-STAGEの書誌情報を結合したデータベース（文献情報を
マージしただけでなく、Scopus と J-STAGE間の引用関係も同定されている。以下、Scopus+JSTAGE
と称する）を作成することで、分析の対象に日本語での研究活動の拡充を試みた 5。 

Scopus 以外にも Dimensions や Web of Scienceといった商用書誌データベースが存在し、収録され
ている文献の対象や情報の種類に差異がある。例えば、Scopus には Field-Weighted Citation Impact
（以下、FWCI）という「1論文あたりの被引用数を世界平均（出版年・分野・文献タイプ別に算出） で
割った数値」とする独自の指標を持ち、さらに Field-Weighted Outputs in Top Citation Percentiles（以
下、FWCI Percentiles）という「出版年別の FWCIが世界全体の上位 X%に含まれる論文」を示す指標
などがある [5]。 
 日本の機関に所属する研究者が著者となっており、かつ、出版年が 2008 年から 2020 年までの文献
を対象とした Scopus+JSTAGE、Dimensions、Web of Science の集計値を表 1のようにまとめた。
Scopus+JSTAGEは、Dimensionsや Web of Science といった商用書誌データベースと比較して文
献、著者、雑誌、所属機関の数が多い。このことから、内閣府 [6]が考える日本語文献が中心の分野に
ついての分析の難さや地方大学の研究活動を過小評価しているという課題に対応し、応用研究や社会
実装も日本全体の研究力として分析できるようなった可能性が示唆される。 
 
 

 
2 一般的に名寄せは表記ゆれの整理や、同姓同名を生物学的単位に分類することであるが、本稿では内

閣府 [7]を踏襲し、データを突合することも含めて簡便的に「名寄せ」と称した。 
3 内閣府 [7]に詳細がある。 
4 これまで公表された可視化の結果 [11] [12] [13]より、約 2 年分のデータが増えている。 
5 正確には、Scopus には本文が英語以外(日本語を含む)の論文の書誌情報が含まれている。また、同

様にして J-STAGE には本文が英語である論文も含まれている。 
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表  11 主要商用書誌情報データベースの特徴  
商用書誌データベース 文献数 著者数 雑誌数 所属機関数 
Scopus+JSTAGE 2,955,530 3,064,339 53,208 204,352 
Dimensions 775,463 1,731,771 20,590 27,221 
Web of Science 728,554 1,070,065 40,328 60,493 
出典）Dimensions,Scopus+JSTAGE,Web of Science より筆者作成 
 

 e-Rad と各書誌情報データベースのデータを著者単位で結合するため、研究者及び著者の氏名と所属
機関の情報で名寄せを行った 6。 
名寄せデータの特徴としては、まず、各研究者が出版した論文（内閣府 [6] [7]を踏襲して以下では、

研究アウトプットを表す単位を「論文」と表すが、論文以外の文献も含まれる）の数や出版した論文の
被引用数などを研究生産性として利用し、研究者属性や論文属性を活用しながら分析ができる 7。具体
的には、e-Rad には研究者の生年月日の情報があることから、研究者が論文を出版した年齢が算出でき
8、他にも性別、常勤職か非常勤職か、雇用財源は安定財源か外部資金か、任期の有無、所属する研究機
関などの研究者の属性が利用できる。また、各書誌情報データベースからは、出版年、被引用数、著者
順、共著者数、国際共著論文かどうか、独自に検討された研究分野や FWCIのような指標を論文の属性
として分析に利用できる。また、名寄せデータには、同様の属性を有する多数の研究者が含まれており、
それら研究者の出版活動の通時的分析が可能であることから、クロスセクション分析、時系列分析は勿
論、パネルデータ分析を行うことができ、EBPM への貢献が期待される。 
なお、e-Rad に登録されているものの当該期間に出版された論文が存在しない研究者は、当該年の研

究生産性の値を０として集計した 9。これにより、書誌情報データベースに著者情報が含まれない研究
者を考慮した分析が可能となり、分析結果の一般性が改善される。 
 

4. 分析手法 

 前節の検討内容に基づき、研究者の研究生産性と各種属性との関係の可視化を試みた。ただし、本稿
では、Scopus+JSTAGE を使った名寄せデータに基づき、いくつかの属性に着目して可視化した。 
 まず、第一に出版時年齢を、第二に性別を分析の視点として採用した。なお、『統合イノベーション戦
略 2022』（令和４年６月３日閣議決定）や『第６期科学技術・イノベーション基本計画』（令和３年３月
26 日閣議決定）で若手研究者や女性研究者の活躍促進を政策目標としている点でも意味のある視点で
ある 10。また、科学社会学や科学の経済学でも研究者の研究生産は個人に内在するケイパビリティに起
因すると考えられ、それを律する要因として Fox [8]は年齢を、Stephan [9]は年齢と性別を指摘してい

 
6 名寄せ作業の詳細は、本学会同日に報告される [10]。 
7 内閣府 [7]は研究生産性の向上のために研究者の属性情報の観点などで、要因や経年を分析可能にす

ることを目指している。 
8 e-Rad の課題として生年月日に関する情報の入力間違えが導出される。例えば、推計された出版時年

齢が負の値や 200 を超えることがある。このことから、名寄せデータで出版時年齢が 26 歳以上または

69 歳以下と推計される場合を分析の対象とし、それ以外は除く。 
9 これまで公表された可視化の結果 [11] [12] [13]のデータでは、論文を出版した著者や出版された論

文のみを対象としている。なお、ここでの「研究生産性の値が０」とは、分析対象とした書誌情報デ

ータベースに該当著者を著者に含むレコードが無いことを示すのであって、書誌データベースに含ま

れない研究アウトプットが存在しないことを意味するものではない。 
10 この様な背景から、内閣府 [7]は総合科学技術・イノベーション会議として日本の研究力強化のた

めに研究者の性別や年齢を切り口に要因分析するとしている。 
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る。 
 次に、研究生産性の指標としては、各研究者が各年に出版した論文数（以下、論文数）、その被引用数
の合計（以下、被引用数）、トップ 10%論文の数（トップ 10%論文数）11を採用する。ここでトップ 10%
論文は、FWCI Percentiles が 10%以下を示す論文と定義する。また、各指標はサンプルサイズの時間
的な変化 12を考慮して、クロスセクション平均による集計値の平均を算出するものとする。具体的には、
研究者ごとの出版した論文の数、その被引用数の合計の平均値、トップ 10%論文の数を出版年ごとに算
出し、さらに 2008年から 2020年の 13年分の平均が集計値となる。 
 以上の議論で導出された重要な研究者の属性を分析の軸として設定する。具体的には、縦軸を研究者
の研究生産性、横軸を研究者の出版時年齢とし、更に、それを性別で分類した可視化を行う 13。 
 その際、BI（ビジネスインテリジェンス）ツール Tableau により、日本の研究者の研究生産性を可
視化する。Tableau で開発した可視化分析ツールにより、政策立案者を含むユーザーは SQL や
Python などの知識がなくとも GUIを通じて探索的分析を行うことが可能になる。14 
 
5. 可視化の結果 

 分析の対象は、重複を除いた研究者の数が414,504、その内、男性の数が313,195で女性の数が101,309
となる。また、重複を除いた論文数が 1,810,878 で、その内、トップ 10%論文の数は 142,300 となる。 
 縦軸を研究生産性とし、横軸を出版時年齢として可視化した結果が図 1 から図 6 である。具体的に
は、研究生産性の指標を論文数とした可視化の結果が図 1と図 2、被引用数とした可視化の結果が図 3
と図 4 、トップ 10％論文数とした可視化の結果が図 5と図 6であり、図 2、図 4、図 6は性別によ
り分類を行っている 15。 
 
  

 
11 内閣府 [6] [7]がアウトプットや研究生産性の目標例として、論文数、被引用数、トップ 10%論文な

どを挙げている。これまで公表された可視化の結果 [11] [12] [13]では、研究生産性の指標として論文

数と被引用数が利用されているが、本稿では新たにトップ 10%論文を研究者の研究生産性を表す指標

として追加している。 
12 例えば、内閣府 [7]は「大学において任期付きポストにある若手教員が増えている状況」があると

考えている。 
13 藤田 [14]は分けて視覚化する全景的俯瞰を分析の基礎だと考え、全景俯瞰の基礎は分析の軸の設定

だと主張している。また、分析を簡素かつ強力にするためには、軸の数を縦軸と横軸の 2 つに絞って 2
次元で俯瞰することの必要性を述べている。 
14 内閣府 [7]は EBPM の推進のために「行政官が簡易にデータを可視化・分析すること」を示してい

る。 
15 図 1 から図 6 は、データベースの作成方法や研究生産性の指標の計算方法が新しいことから、これ

まで公表された分析結果 [11] [12] [13]には存在しない。 
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図  11 論文数と出版時年齢の関係  

出典）名寄せデータにより筆者作成 

 
図  22 性別ごとの論文数と出版時年齢の関係  
出典）名寄せデータにより筆者作成 

 

 
図  33 被引用数と出版時年齢の関係  

出典）名寄せデータにより筆者作成 

 

 
図  44 性別ごとの被引用数と出版時年齢の関係  
出典）名寄せデータにより筆者作成 

 

 
図  55 トップ 1100%%論文数と出版時年齢の関係  
出典）名寄せデータにより筆者作成 
 

 

 
図  66 性別ごとのトップ 1100%%論文数と出版時年

齢の関係  
出典）名寄せデータにより筆者作成 

 

6. 結語 

 本稿では、内閣府が有する e-Rad と書誌情報データベースを名寄せして結合することで、日本社会
全体の研究者の姿を表すデータベースを構築し、研究者の研究生産性と属性の関係を俯瞰的に可視化
する分析ツールを開発した。研究者や論文の属性情報に着目し、日本の研究生産性の向上を目標とし
た科学技術・イノベーション政策に資するマクロ分析が可能となる。 
 本研究は、科学社会学や科学の経済学などの学術分野の蓄積となるとともに、『統合イノベーション
戦略 2022』（令和４年６月３日閣議決定）や『第６期科学技術・イノベーション基本計画』（令和３年
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３月 26日閣議決定）で示されるエビデンスに基づく戦略策定のための有用な手段となることが期待さ
れる。 
 分数カウントを用いた集計や筆頭著者論文に絞った集計、年齢や性別以外の研究者属性や論文属性
を切り口とした分析は、今後の課題としたい。 
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